
上川管内市町村共同BPR推進支援委託業務 企画提案指示書 

 

１ 委託する業務名 

上川管内市町村共同BPR推進支援委託業務 

 

２ 業務の目的 

本業務は、対象業務について、事務を減らす、まとめる、担い手を広げる、生産性を高めるとい

った観点（「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会 報告書」（令和７年６月 持続可能な

地方行財政のあり方に関する研究会）参照）で複数市町村による共同BPR（Business Process Re-

engineering）を行い、事務処理の共通化やデジタル化（共同調達等を含む）、共同 BPO（Business 

Process Outsourcing）など、市町村間の連携に向けた解決策の検討にあたり、参加する市町村への

実践研修の実施、共同BPRに係る企画・助言・提案等の支援を行うことを目的とする。 

  なお、本業務における共同BPRとは、対象業務ごとに複数市町村が共同で業務フローの可視化か

ら解決策の検討まで実施することをいう。 

 

３ 業務概要 

 (1) BPR実践研修の実施 

 (2) 共同BPRにおける参加市町村の伴走支援 

 (3) 業務処理計画書の作成 

 (4) 成果物の作成 

 

４ 共同BPR対象業務と参加市町村 
 

対象業務 参加市町村 

給与事務 東神楽町・上川町・上富良野町 

法制執務事務 東神楽町・中富良野町・占冠村 

総務業務 当麻町・比布町・愛別町・上川町・東川町・南富良野町・剣淵町・中川町 

戸籍年金業務 当麻町・和寒町・剣淵町 

総合窓口業務 愛別町・美深町 

学校教育業務 東神楽町・比布町・愛別町・南富良野町・剣淵町 

公営住宅運営業務 愛別町・上富良野町・剣淵町 

統計業務 当麻町・比布町 

情報システム業務 上川町・上富良野町・中富良野町 

 

５ 委託業務の内容 

(1) BPR実践研修の実施 

共同BPRに向けて、BPRの具体的な進め方等に係る実践的な研修を行い、参加市町村の職員（以

下「実践職員」という。）が自ら共同BPRを実施できる知識や技術の習得を目的として、次の業務

を行うこと。 
 



〔研修概要〕 

ア 日  程：令和８年（2026年）９月下旬～10月中旬 

イ 実施回数：全２回程度 

ウ 所要時間：１回当たり６時間前後（休憩時間を除く。） 

エ 開催形式：完全対面形式 

オ 開催頻度：複数回とする場合は２週間に１回程度 
 

〔実施事項〕 

ア 上記の目的を踏まえた研修カリキュラム及び研修資料の作成 

イ 研修における講師としての講演 

ウ 研修の効果を測定するためのアンケート作成、アンケート結果の取りまとめ及び分析、アン

ケート結果を踏まえた考察及び評価 
 

 〔留意事項〕 

ア BPOやデジタル化などを前提とした研修内容としないこと。 

イ 実践職員の理解度を高める工夫（グループワーク、演習問題、復習課題等）を行うこと。 

ウ 実施回数は企画提案参加者（企画提案書の提出及びヒアリングへの出席を要請された者をい

う。以下同じ。）の提案とし、開催時間等は具体的な日程や開催場所等と併せて、契約締結後に

受託者と協議の上で決定する。 

エ 会場や必要な資機材（プロジェクター、スクリーン、マイク、電源タップなど）は、契約締

結後に受託者と協議の上、委託者が用意する。 

オ 実践職員への開催案内、出席者取りまとめ、受託者への出席者名簿等の提供、当日の会場管

理（受付、会場設営・片付け、資料等の配付）や司会進行等は委託者が行う。 

 

(2) 共同 BPRにおける参加市町村の伴走支援 

BPR 実践研修を踏まえ、実践職員（対象業務ごとに、参加市町村それぞれ１名の職員）が共同

BPRを実施するに当たり、受託者は専門知識・技術や実績等を活用して次の業務を行うこと。 
 

〔概  要〕 

ア 日  程：令和８年（2026年）10月下旬～12月末 

イ 実施回数：全５回程度 

ウ 開催頻度：２週間に１回程度 

エ 開催形式：完全対面形式 
 

〔実施事項〕 

ア 共同BPRのプログラムや資料作成等の企画・運営 

イ 実践職員への助言や提案等の伴走支援 

ウ 解決策の検討に向けた情報収集・共有 

エ 業務の取組結果に係る効果測定 
 

 〔留意事項〕 

ア 具体的な業務は企画提案書の提出要請時に提示する。 

イ 〔概要〕の実施回数は対象業務ごとの共同BPR実施回数であり、全ての対象業務を同一日時・

同一会場で実施する場合は「全５回程度」、対象業務ごとに実施する場合は「全５回程度×対象

業務数」となる。 

ウ 実施回数及び１回あたりの所要時間は企画提案参加者の提案とし、開催時間等は具体的な日

程や開催場所等と併せて、契約締結後に受託者と協議の上で決定する。 



エ 会場や必要な資機材（プロジェクター、スクリーン、マイク、電源タップなど）は、契約締

結後に受託者と協議の上、委託者が用意する。 

オ 実践職員への開催案内、出席者取りまとめ、受託者への出席者名簿の提供、当日の会場管理

（受付、会場設営・片付け、資料等の配付）等は委託者が行う。 

カ 委託者にファシリテーションを依頼する場合は、必要に応じて委託者への研修を行うこと。 

 

 (3) 業務処理計画書の作成 

本業務の契約締結後、速やかに業務内容や業務スケジュール、実施体制等を記載した業務処理

計画書を作成し、提出すること。 

なお、計画に変更が生じた場合は、速やかに委託者と協議してその指示を仰ぐものとし、必要

に応じて、業務処理計画書を変更して提出すること。 

 

 (4) 成果物 

本業務の実施結果について、次の成果物を委託者に提出すること。 

ア 事業実施結果報告書（日本産業規格 A4 判（以下「A4 判」という。）２部及び電子媒体） 

BPR実践研修の実施結果やアンケート結果、共同BPRの実施結果等をまとめた報告書。 

なお、電子媒体は、参照及び加工が可能な Microsoft Office 製品の形式で作成することと

し、これによりがたい場合は事前に委託者と協議すること。 

  イ 成果報告書（A4判２部及び電子媒体） 

    以下の①～③の内容を含む成果報告書。 

なお、成果報告書の作成に当たっては委託者と随時協議するとともに、作成に必要な資料等

がある場合は委託者に提供を求めること。 

また、電子媒体は、参照及び加工が可能な Microsoft Office 製品の形式で作成することと

し、これによりがたい場合は事前に委託者と協議すること。 

① 「現状」・「目標」・「取組後」の事務フローと役割分担 

② 本業務の取組結果 

ａ 共同BPRの効果（定量又は定性） 

(a) 検討した解決策を実施した場合の事務の観点（実効性、質の向上等） 

(b) 検討した解決策を実施した場合のヒト・時間の観点 

(c) 検討した解決策を実施した場合のカネの観点 

ｂ 課題 

(a) 取組前に想定した課題と取組を通じて明らかになった課題 

(b) 解決した課題とその解決方法 

(c) 解決できなかった課題と解決への展望 

③ 取組のプロセス 

ａ これまでの取組の経緯・進捗 

ｂ ①の「目標」と「取組後」が異なる場合は、その理由 

ｃ 合意形成のための工夫 

 

６ 成果物の著作権等 

契約履行過程で生じた成果物の著作権は、北海道に帰属する。ただし、北海道に帰属することが

できない適切な理由がある場合で、事前に北海道の承諾を得たときは、この限りでない。この場合、

北海道は、当該許諾条件の範囲内で使用権を有するものとする。 

 

 



７ 委託期間 

  契約締結日から令和９年（2027年）３月26日まで 

 

８ 予算上限額 

  １４，１１７千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 

９ 参加表明書の提出 

提出部数は添付書類等を含めて１部 

 

10 企画提案書の作成方法 

企画提案指示書に沿った企画提案書を別紙「上川管内市町村共同BPR推進支援委託業務 企画提

案書作成要領」に基づき作成し、必要部数を提出すること。 

 

11 再委託の禁止 

(1) 次の場合は、再委託を認めない。 

ア 委託業務をそのまま全部再委託する場合 

イ 委託業務の主要な部分を再委託する場合 

ウ 本来、独立した業務として委託できるものを数件まとめて委託した場合において、そのうち

１件以上の業務を全部再委託する場合 
 

(2) 委託業務の適正な履行を確保するため、再委託の必要があると認められるものであって、次の

要件を満たす場合は、再委託を承諾することができる。この場合においては、受託者は、あらか

じめ再委託させようとする第三者の商号又は名称及び住所、再委託する業務の範囲、再委託する

理由及び必要性等を記載した書面を提出するものとする。 

なお、変更がある場合には、遅滞なく、受託者は変更の届出を提出するものとする。 

ア 再委託させようとする第三者に受託者の総合的な管理・指導が及ぶとともに、技術的かつ経

済的能力から判断して、再委託させても契約の履行を確保するのに支障を来たさないとき。 

イ 再委託することに合理的な理由があるとき。 

ウ 再委託することにより、当該受託者を選定した理由に矛盾を生じるものでないとき。 
 

(3) 再委託を予定している場合は、企画提案書に予定している再委託の内容（業務内容、必要性、

契約予定額、再委託先への管理・指導体制、再委託先の履行実績、組織体制等）を記載すること。 

 

12 その他 

委託事業者の選定後、提出された企画提案書、補足資料及び契約書類に記載された事業概要（図・

写真を含む。）、委託先・コンソーシアム構成員の名称、契約金額（支出内訳を含む）については、

公表・活用をする場合があるので、当該部分の公表・活用についてはあらかじめ企画提案者の承諾

を得たものとして扱う。 

 


